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1 はじめに
会社法は，株式会社の機関構成そ柔軟化・弾力化し，最少限，株主総会と取
締役が存在すれば(会社法326条 l項一以下，単に「会社」という)，株式会社とし
て認めるという方針を採った。もっとも，定款に定めれば，取締役会，会計参
与，監査役，監査役会，会計監査人または委員会を置くこともできる(会社326
条2項)，という定め方にしている。つまり，会社法は，公開会社かどうか，
大会社であるか否か安恭準に機関構成安規整することとし，委員会設置会社で
はない公開会社である大会社に対しては，取締役会・監査役・監査役会・会計
監査人の設置を強制しているのである(会社327条1項1号，同2項本文，同328
条 l項)。このような機関構成の定め方は，よくいわれるように，株式会社に
ついて，かつての有限会社を原型とすることにしたことを意味するのであろう
が，ともかく，この種の株式会社では取締役・取締役会と監査役・監査役会が
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放存するのであるから，両者の機関問権限分配とチェックのあり方とが従来と
同じように問題となる。会社法は，大会社では内部統制システムを構築すべき
旨を新しく定めた(会社362条4項6号)。そこで，監査役と内部統制組織との
関係あるいは臆査役が内部統制システムにどのように関与すべきかといった点
も，そもそもの株式会社という団体における内部統制組織という存在の位置付
けやそれについての理解の仕方とも関連しょうが，本格的に議論する必要はあ
るであろう。
監査役の役割ないし監査役制度のあり方は，従来よりずっと考えられてきた
課題ではあるが，近時，再び大きく問題とされるようになっている。日本監査
役協会においては， rコーポレート・ガパナンスに関する有識者懇談会」が設
けられ，内部統制関係，会計監査人の選任議案の決定権や報酬決定権限の付与，
さらには大規模第三者割当増資，買収防衛策等に関する監査役の権限を拡大す
ること等が審議されていたところであるが，その経過や検討結果等が， r上場
会社に関するコーポレート・ガパナンス上の諸問題についてJ(以下，単に「街
識者懇談会報告書」とL、ぅ。)として纏められているω。また， 日本経済団体連合
会(以下.["経団連」とL寸。〉は， 2009年4月 14日に， rより良いコーポレート・
ガパナンスをめざして【主要論点の中間整理】」を発表している(九金融審議
会金融分科会・我が国金融・資本市場の国際化に関するスタディグループ報告
(平成21年 6月17日)r上場会社等のコーポレート・ガパナンスの強化に向け
て』悶)や「経済産業省・企業統治研究会報告書Jl(平成21年6月17日，企業統治
研究会)叫が公表されているし，民主党が2009年8月に実施された衆議院選挙
のマニフェストにおいて.上場会社については監査役会や監査委員会に従業員
代表を起用する等の内容の公開会社法案を盛り込んでいたところ，同党が政権
党になったととから，にわかにその法案の実現が現実味を帯び一層注目も浴び
ているところである (5)。もちろん，そのような動きに対してはとりわけ実務の
世界からは反発の声も上がっている。ただ，監査役がコーポレート・ガパナン
スの充実に重要な役割を演じるであろうこと，それなくしては企業の健全性も
確保はできず，ひいては収益力と「競争力」の向上も図れないという点では，
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実は大方の意見は暗黙裡に一致してはL、るのであろう。この小論では，上記の
報告書等で取り上げられている事項のうち，会計監査人選任議案の決定権と報
酬決定権付与の問題に焦点を絞って，監査役による株式会社の健全性確保のた
めの体制はどうあるべきかにつき，多少の考察をしたいと思う。
2 監査役制度の変遷とその意味内容
一監査役制度の藍遷昭和25年法以降一
監査役制度の沿革について言及する文献は多数あり，それらにおいては日本
最初の商法典である明治23年商法における監査役に関する規定から説き起こ
すものもまた相当数ある刷。しかし， この小論は，歴史研究ではないしまたそ
の必要性も乏しいと思われるのでペ昭和 25年商法改正以降について，極め
て概括的に述べるにとどめることにする。
昭和 25年商法改正は相当にアメリカ法を参考にしたものであり，この改正
でもって取締役会制度が採用されたことから，それに対応するかたちで監査役
の権限は会計監査に限定された。しかし，その後，山陽特殊製鋼等，一部上業
会社が倒産したが，その背後に粉飾決算があったこと等が明るみに出るなどと
いう事情もあり，粉飾決算の防止が喫緊の課題となった。そのために監査役制
度の見直しが検討されることになったわけであるω。それは，様々な好余曲折
会経るものの，昭和49年商法改正，商法特例法の成立として結実する。昭和
49年改正商法と同時に制定容れた商法特例法によって，同法にいう大会社に
ついては会計の専門家である会計監査人による会計監査が義務付けられるとと
もに，監査役に対じては業務監査権限が再び付与されることになった。昭和
56年の商法改正においては，会社の規模いかんにかかわらず，監査役の報酬
は取締役の報酬とは区別して定めるべきこと，商法特例法においては大会社の
監査役は二人以上で少なくとも一人は常勤でなければならないこととし，監査
役体制lの強化が図られることになった。平成5年の商法改正は，いわゆる日米
構造協議においてやはり監査役制度の改善も姐上にあがったことを契機とする
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ものではあるが円監査役の任期は 3年に延長されたし，員数はといえば3人
に増員され，また社外監査役制度が導入されるとともに監査役会が法定される
という，日本の監査役制度の歴史の中では相当に画期的な改変が行われたもの
といってよかろう。
監査役制度の機能強化という点で，特に重要な改正といえば平成 13年商法
改正ということになろう。同改正は.まず，監査役の取締役会出席義務および
意見陳述義務を定めたことが注目される。これは，それまでの「監査役ハ出席
シ意見ヲ述ブルコトヲ得」から「出席スルコトヲ要スJ，1"必要アリト認ムルト
キハ意見ヲ述プルコトヲ望書ス」に改めるものであり，監査役の権限と責任を明
確にし，会社業務の適TE化を目指したものであるとの積極的な評価もなされた
ことは(10) 周知の通りである O つぎに，任期がさらに， 1"就任後4年内ノ最終
ノ決算期ニ関スル定時総会ノ終結ノ時」にまで伸長され，また，監査役の地位
の安定性を確保するという観点から，監査役が任期中に辞任する場合について
は，当該監査役並びにそれ以外の監査役が株主総会で意見を陳述することがで
きる旨が保証されることになった(意見陳述権の保障)。第3としては，監査役
(会)の同意権が挙げられるが，これは大くきは 2つに分けられる。まずは，
それまでの監査役の選・解任に関しての「意見ヲ述ブルコトヲ得」が，商法特
例法上の大会社については，以下のようにされた。①代表取締役が監査役の選
任に関する議案を株主総会に提出するためには，監査役の同意を得なければな
らなくなったこと，②監査役会は，その決議によって，代表取締役に対して，
監査役の選任を株主総会の目的とすること，および総会に監査役の選任に関す
る議案を提出するよう請求できることにしたことである。その趣旨としては，
監査役の人事について監査役の同意を要求することによって，取締役が恋意的
に監査役人事を実行するのを防止するとともに，監査役に適任な人材を確保す
ることにある川と説明されている。監査役(監査役会)の同意権に係わる 2番
目としては，取締役の会社に対する責任追及に関する同意権として，会社がつ
ぎのような行為を行うときには，監査役全員の同意が必要とされ，また大会社
にあっては監査役会の全員一致の同意を求めることとされた点である。すなわ
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ち，①取締役の会社に対する責任を免除する議案を株主総会に提出するとき，
②会社が定款を変更して，取締役の会社に対する責任を取締役会決議で免除で
きる旨の定めを設けることを株主総会に提案するとき，定款に基づく責任免除
の議案を取締役会に提出するとき，⑨会社が定款を変更して，社外取締役との
問でその者が会社に対して負う責任の限定契約をなすことができる旨を定める
議案を総会に提出するとき，④会社が取締役を補助するために代表訴訟に参加
する，の各場合である。②と④について，多少のコメントをしておこう。まず，
②について，監査役の同意は，定款で取締役の責任軽減を行う旨の定めを設け
るための議案を株主総会に提出する場合と，変更された定款の規定に基づいて
責任軽減のための議案を取締役会に提出する場合との 2度にわたって必要と
されている点が特徴的というべきであろう。④の補助参加に関して，前記した
ように，平成 13年の改正法は，会社が取締役を補助するため代表訴訟に参加
する場合を，監査役全員の同意が必要であるとしている。もともと，補助参加
に関する改正は経営者が強く望んでいたものであり，当時，株主代表訴訟制度
改正の中核をなすべきものともいわれていたが， しかし意見が分かれるところ
でもあった(ω。しかし，他方で，最一小判平 13・1・30民集 55巻l号30頁
[万兵会社事件](3)が，会社が被告取締役の訴訟に補助参加することを認めてい
たところから，その規定を立法化する実質的な意味は失われていたといえなく
もなかったわけである(凶。その点では， 13年改正は，商法特例法上の大会社
につき監査役会員の同意という要件各明文でもって課したというところにその
意義がある，というべきなのであろう。
平成 13年商法改正におけるもう一方での重要な改正項目は，社外監査役に
関してである。まず，その員数につき，平成五年改正商法特例法は，その 18
条l項で，前記のように大会社の監査役を3人以上とし，そのうち l人は社外
監査役であることを要求していたのであるが， 13年法は半数以上が社外監査
役でなければならないとした。そして，社外監査役の要件を変更したことに控
目すべきである。平成5年の改正商法特例法の同条同項は， rその就任の前5
年閉会社又はその子会社の取締役又は支配人その他の使用人でなかった者でな
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ければならなL、」としていたのを， 13年改正では， I就任の前 5年間」という
要件を削除し， I監査役は， 3人以上で，そのうち半数以上は，その就任前に
会社又はその子会社の取締役又は支配人その他の使用人となったことがない者
でなければならない」に改めた。その理由は，平成5年法の「就任前5年間会
社文はその子会社の取締役でなかった者」というのでは，社外性が非常に暖昧
であり不十分であることがかねてより指摘されており，例えば代表取締役や従
業員が退職後ただちに社内監査役に就任し， 5年総てば形式的には社外監査役
の要件を充足するというのではいかにも不合理であって，実際に実態調査でも，
社外監査役の出自の大きな割合をこのような監査役が占めていたのであるが，
とれでは実効性はないと批判されていた同からである。
平成 14年の商法改正は，アメリカ法上の株式会社を参考にした改正として，
新しい機関構成の株式会社形態をも採ることができるようにした点が最大の特
徴である。商法特例法上の大会社・みなし大会社は，定款に定めを設ければ，
取締役会の権限を執行役に大幅に委譲することができ，かっ社外取締役が過半
数を占める指名委員会，監査委員会，報酬委員会の 3委員会が強い権限を有す
る委員会等設置会社の形態でもよいことにされた。
平成 17年には，様々な批判や意見はあったものの，とにかく単行法として
の会社法が制定される。そして，その会社法においては，定款自治の拡大とい
う考え方をベースとし，例えば，普通株式もその l形態であるといってよいほ
どの種類株式の多様化・拡大などがされたりなどするが， 1はじめにでも触れ
たように，機関構成もまた，会社法が従来の有限会社を株式会社に取り込んだ
こととも係わって，最も単純ないし「原始的」なのが株主総会+取締役 1名で
あり，それをいわば起点としつつ，株式会社の機関設計に関しても大幅な自由
化が図られ，その機関構成はまことに多様なものとなったのである。そのよう
な流れの中で，監査役制度は原則は任意と位置付けられたが，取締役会設置会
社(会社2条7号)は原則として監査役を置くことが要求され(会社 327条 2
項)(1ぺ大会社(会社2条6号〉である公開会社(会社2条5号)には，常勤監査
役(会社390条3項)・社外監査役(会社2条 16号〉をそのメンバーに含む監査
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役会を設けることが義務付けられた(会社328条l項)。監査役の職務権限に関
しては，株主代表訴訟に関し，提訴請求を受けた監査役は，提訴しない場合に
はその理由を不提訴理白書により，提訴請求をした株主に通知しなければなら
ないとされたこと(会社847条4項)<川などが重要というべきであろうか。監査
役設置会社では，株式会社を代表して取締役に対する提訴請求を受けて，提訴
するか否かの判断をするのは監査役なので(会社386条)，監査役には大きな役
割が期待されることになった叩と一応いうことができる。
3 会計監査人選任議案の決定権・報酬決定権限付与の問題
1 rインセンティブのねじれ」の問題
(1 ) 経団連「案要論点の中間整理」
以下では， 1はじめにに掲げた最近の報告書等のうち，会計監査人選任議案
の決定権とか報酬決定権の付与の問題について言及している部分について，筆
者なりに多少の言及・検討をすることにしよう。もちろん，ぞれらの内容は参
加メンバーが重複している場合等もあって，大幅に異なるものではなしとい
うよりも相当に似通っているものもあるが，それはむしろ当然というべきであ
ろう。まず，経団連「主要論点の中間整理」は，日本の上場会社のコーポレー
ト・ガパナンスのあり方に関する主要論点、として， 6項目を掲げている。その
うち，この 3に係わる事項は，いわゆるインセンティプのねじれといわれる問
題であり， r主要論点の中間整理」では，まさに， r4.いわゆる「インセンティ
ブのねじれJ というタイトルで掲げられている。そこに述べられているのは.
臆査役に会計監査人の選任議案や報酬を決定するという業務執行権限を与える
ととにすると，監査役は経営陣から独立の存在として監督機能を果たすという
そもそもの制度趣旨に反することとなって，株式会社の業務執行の意思決定が
二元化することになってしまいかねないという危倶であるf則。会社法は，会計
監査人の代表取締役・業務執行取締役等からの独立性の確保と監査役と会計監
査人の職務が密接な関係にあることを考慮し，取締役が会計監査人の選任議案
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を株主総会に提出するに際しては，監査役・監査役会の同意が必要であるとし
(会社344条 1項l号・ 3項)，監奇役が取締役に対し会計監査人の選・解任に係
る議案を総会に提出するよう請求することができる旨定めている(会社344条2
項l号2号・3項)。同様の趣旨で，会計監査人の報酬等の決定について，監査
役・監査役会の同意権を規定してもいる(会社399条 l項・ 2項)。経団連の考え
によれば，現行会社法上，そのような権限が監査役・監査役会に認められてい
る以上.会社不祥事は，業務執行側に同選任議案・報酬等決定権があることに
より生じているのではなく，一部の見識に欠ける経営者やそれに同調する一部
監査役の倫理観の欠如によるものとみるべきであり，監査役が職業倫理を貫く
とともに，監査役が自己の権限を生かしてそれをサポートすることこそが重要
なのであり (2ペもしそのようなliJ]意権が十分に行使されていないとすれば，ま
ずもって監査役・監査役会の職務の怠慢こそが責められるべきというのであ
る(2~
(2) コーポレート・ガパナンスに閲する有識者懇談会
コーポレート・ガパナンスに閲する有識者懇談会(以下，単に「有識者懇談会」
と略記する)は， 1""インセンティブのねじれ」なるものを，会計監査人の選任議
案および監査報酬を業務執行者である経営者が決定または決定の当事者となる
制度であると把握する。そして，それでは会計監査人の独立性を確保すること
はできないのではないか，あるいはその障害になっているのではという問題意
識を強くもっている。すなわち，そのような仕組みでは，監査を受ける側の経
営者が会計監査人の選任議案および監査報酬の決定権限を直接的・実質的に有
しているのであるから，両者の聞には利益相反が生じる。このようにして経営
者と会計監査人との聞の利益相反が存することは，会計監査人の独立性に重要
な影響を及ぼす可能性が存するのであり， したがって財務諸表の信頼性を損な
う懸念があるというのが，その問題意識であり議論の中核にあるもの，といっ
てよいのであろう (2九もっとも， 1""有識者懇談会」では，この「インセンティ
プのねじれ」の現状認識，会計監査人の選任議案および監査報酬に関する，そ
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の妥当性や適切性の判断について，経営者と監査役の立場の相異等をめぐる問
題については，多角的に幅広く検討したものの，各論点において，意見の一致
を見出すことはできなかったとされている。しかし，そもそも「有識者懇談会」
が立場の異なる団体等からの代表者で構成されている以上は，それほど簡単に
認識と方向性を同一にするのは困難なはずであり，それはむしろ当然のことと
いってよL、。今後も各五面でのそれを含め，相当なそして粘り強い議論を継続
していくほかはないのであろう。ただし，監査役の権限のあり方はともかく，
監査役が会計監査人の選任議案の決定と監査報酬の決定につき主体性をもって
関与すべきこと，会計不祥事の防止のために監査役と会計監査人が連携を強化
して取り組むべきことについては，意見の一致をみたとのことである。前者は
ともかくとして，後者はその具体的態様ないし方法については議論があり得る
としても側，一般論としては当然といってよかろう。そうだから意見が一致し
たといえば， シニカルに過ぎるのであろうか。「インセンティブのねじれ」の
理解の仕方は，金融審議会金融分科会・我が国金融・資本市場の国際化に関す
るスタディグループ報告「上場会社等のコーポレート・カ‘パナンスの強化に向
けてJ(以下.単に「スタディグループ報告」と略記する)においても同様であり，
そのことは，スタディグループ報告が，会社法上，会計監査人の選任議案・監
査報酬の決定は，監査役設鷺会社では取締役会の権限であり，それらに関する
監査役の関与といえば同意権である，委員会設置会社にあっては，選任議案は
監査委員会が決定するものの，監査報酬の決定に関しては同委員会は同意権を
有するにすぎない，このようにして監査対象である被監査会社の経営者と監査
人とで監査契約を結び，監査報酬が被監査会社の経営者から監査人に支払われ
るという仕組みに. Iインセンティプのねじれ」が存しているのであり，これ
をどのように克服するかが重要であ7.>(24)， と述べていることからも知れる。こ
のような「インセンティプのねじれ」があることは，経営者が会計監査人の選
任議案と監査報酬を実質的に決定している以上は，客観的事実でありむしろ共
通の認識となっていると「認識」することこそがIEしい制。そうだとすると，
実質的には監査される側の経営者が監査を担当する会計監査人の選任議案およ
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び監査報酬を決定するという， iインセンティプのねじれJ.換言すれば利益相
反の問題をどのように解消するかが，つぎに検討すべき問題となる。
2 r同意権Jと「決定権」
経営者と会計監査人との「インセンティプのねじれ」あるいは利益相反とい
われる問題について，日本公認会計士協会意見書(平成20・9・22)は， 日本の
会計監査制度の制度設計に当たり，経営者から独立した臆査役(敢査役会)に
会計監査人選任の権限を独占させるべきこと，会計監査人の監査報酬に関しで
も監査役にその決定権を付与すべき旨を提言している。また. i会計監査人の
選任議案及び監査報酬の決定についてJ(徳住，神林，高橋連名意見書)も，利益
相反問題の解決のためには，監査人の選任・監査報酬ともに同意権でなく決定
権にすべきこと安強調している制。それでは，同意権と決定権とではどこが異
なるというのであろうか。有識者懇談会報告書では，以下のように説明されて
いる。まず，①会計監査人選任同意権について，監査役は同意権をもっており，
これは「拒否権Jに相当するし，さらに選任に関しでは議題揖案権，議案揖出
権を有していることから，選任については決定権と同じ法的効果を有するとの
指摘もあるが， しかし，選任に関する同意権というのは，現実に提案権・拒否
権の行使ができる環境にある場合に初めて決定権と同等の法的効果を発揮しう
るものというべく，監査報酬についていえば，現行法上，提案権さえも監査役
は付与されているわけではない，そして，多くの会社で，経営者は監査役より
もその法的建前はともかく現実には，事実上強L、立場にあり，監査報酬提案権
を有する経営者の提案に対し，監査役が「拒否権」を発動するのは，極めて困
難である，また，同意権の場合には，監査役側が経営者に対し自らの主張の正
当性を説明すべき義務を負うことにならざるを得ず，経営者側の提案内容を拒
否ないし修正するには，相当の事実と証拠がなければならないが，それを発見・
権保するのはなかなか難しい，そのために，監査役が不同意を実行することが
可能なのは，法解釈論としてはともかく，事実上は，提案内容が明らかに不適
切であるとかあるいは不合理であるような場合に限定されることになる， した
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がって， iより適切であるか」というレベルにおいては，それを実際に行うの
は困難である可能性の方がどうしても高くなってしまう等の問題が深刻である.
のみならず，そのような「構造的理由」に加えて，実際上の問題としては，
「会社で一番偉いのは経営者でありJ，会社内で事実上人事権を掌撮して強い立
場に立つ経営者の提案に対して，それを監査役が拒否ないしは修正できるかと
いえば，それは相当に難しい，すなわち，換言すれば，実際には，監査役が自
らの意思で何らの制約もためらいもなく拒否権を発動できない現実の方こそが
問題のむしろ本質なのであり(ベ会社ごとに実務のバラツキを生じさせずに，
どのような会社であっても同等の効果をあげることができるような制度保証を
することこそが不可欠である (28りと述べている。
つぎに，②同意権に関しては，同意権者である監査役は，経営者から提案さ
れた提案内容に限り，その妥当性につき検討するにとどまり，実質的にその内
容を吟味する立場には立ちえないが，決定権を有することになった場合は，提
案者としての監査役が監査計画の内容，当該監査計画と表裏一体の関係にある
監査報酬の額の妥当性についても，主体的に検討・吟味するできる立場に立ち
うる，また，決定権をもっていれば，その決定に必要と思われる情報は会社内
の関係部署や会計監査人から自ずと監査役に伝達される構造が考えられるとこ
ろ，そうであるなら監査役の寅務でもある会計監査のための環境整備にも一層
寄与することができるはずである，第三に，③会計監査人の選任議案や監査報
酬決定権を監査役会が有することになれば，監査役の権限は強化され，監査役
には従来に増して「責任をとる監査」が求められることになる，つまり，決定
権を監査役会に付与することは，監査役(会)が会計監査の適切性についての
「最終t担保責任者Jであることが鮮明になる事実を意味するものであり，臆査
役(会)の監査責任に対する自覚と認識が一層高まることが期待できるのは間
違いない(目と主張している制。
3分析
監査役についてもそうではあるが，会計監査人の場合にも，経営者との聞に
??
?
。 ， ???
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「インセンティブのねじれ」があること自体は間遣いない。これは有識者懇談
会報告等が述べているとおりであり，監査役(会〉は，現行法でも結構，大き
な権限を与えられているのであるから，職業倫理を大事にしつつ，自己の権限
を可能な限り生かして会計監査人を支持することこそをまずはきちんとすべき
であり，例えば同意権が十分に行使されていないとすれば，それは監査役(会)
の怠慢であるというのは.余りにも大規模株式会社の経営者対監査役・会計監
査人関係の実態を無視した形式論といわざるをえな~'0そのような現実は十分
に承知の上で，経営側であるという立場がL、わせる見解とでもいうべきものな
のであろう。制度は.r……とぴ抜けて勇気にあふれた人でなくてもその職責
を果たせるような仕組みにして……」おく必要があるとの指摘仰は全くもっ
て正しい。もっとも，株式会社は営利団体であるから，経営者を先頭に利益を
稼ぎだせるような体制こそ大切であり，チェック機闘が余りにも強力な権限安
もつこととするのは，そのような株式会社の「社会的使命」からして適切・妥
当とは~，~、がたいとの見解もあるであろう。というより，そのような認識が，
実際界においてはもちろんのこと，研究者にあっても主流なのであろう (3九し
かし，筆者は，これまでにも別稿でもしばしば述べてきたように，株式会社法
の制度論理からしてむしろ，そのガパナンスシステムの法的構造は「二重権力
構造的J<羽)であるべしと考えている。繰り返しになるが，まさに株式会社法の
制度論理から論理必然的にそうなるというのが従来からの筆者の見解である
が(ペここでそれを詳論することはしなL、。
さで，会計監査人選任議案の決定権と報酬決定権に関してであるが，次のよ
うに説く見解(却がある。まず，会計監査人の選任議案の決定権につき，会計
監査人は歎査する会社(監査対象会社)から本来的に独立した立場であること
が必要で，監査役に会計監査人の選任議案を決定させることすら問題があると
いう評価さえありえ，会計監査人の経営者側からの精神的独立性の担保ないし
いわゆる外観的独立性を担保するという趣旨からは，制度的にはやはり監査役
(会)に選任権限を付与すべしという。この見解は，現行法上，取締役(会)が
会計監査人の選任議案の内容を決定する場合に監査役(会)の同意が必要とさ
。??， ? ?? ?
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れていることから，現行会社法上の解釈論としてもいわば自動的に選任権限を
監査役(会)の権限とできると考えているようである。しかしながら，この点
についていえば， 3・2に出てきた有識者懇談会の理解が法的には正しいと，思
う。すなわち，会社法上，監査役の同意権が環境次第では決定権とほとんど同
」の権限としての効果を有するとはいえても，そのような環境にないときには
(例えば，やや極端な例ではあるが，当該会社では経営者が lワンマン」であり，監査
役を自己の「部下」とすら思っている，というような場合)，そのような効果を発揮
することはできず，実質的に会社側の意向に従わざるをえないか，あるいはそ
うなりがちということになろう。したがって，明文で決定権が定められるのと，
同意権のままであるのとでは，そこにはいわば「段差」があると考えるべきで
ある。もちろん，株式会社法のガバナンスの全体的仕組みの中で，会計監査人
の選任を誰がなすべきか，現行の監査役(会)なのかそれともそうではない機
関となるか，もっとも望ましい形態はどうであるかは別途考察の必要があるの
はいうまでもなL、。本拙稿は，現行会社法の法的枠組みを基本的に前提とした
上でのものである。
つぎに，報酬決定権についてであるが，これも上記と同じように，有識者懇
談会の見解は，同意権と決定権とでは法的概念として明確に異なるという立場
安採っており，これが正しL、。同意権の場合には取締役(会〕が決定した報酬
が著しく不当な場合を除けば同意を拒否するのは難しい反面，決定権が与えら
れていると，決定すべき報酬の幅がよりよいところで選択することが可能にな
ること，第2に，報酬議案の決定権を経営者が実質的に握っているという状況
では，それに同意しないことには勇気が必要であるが(精神的独立性)，決定権
が付与されている場合には，取締役の意思決定を覆すというものではないので，
内容の適切な決定がしやすくなる。第3に，同意権のみの場合には，監査役側
が情報収集しなければ十分な情報を得られないのが現実であるのに対して，決
定権があれば，監査役に当該決定に必要な'情報が，経理部・公認会計士・監査
法人等から自ずと集まる可能性が高く，そしてまたそのようにして収集された
情報は，監査役が監査計画の適否を判断する情報としても有用であり，監査役
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が意見表明を適切に行うという観点からもメリットが大きいと考えられる(制。
有識者懇談会の認識は正しいと思う。ただし，この問題についても，会計監査
人の選任議案の場合と同じように，私見によれば，このような「改革」は微温
的に過ぎ，いわば当座の改革案と位置付けるべきであり，ガパナンスシステム
の全体的かっ抜本的改革の中で再検討されるべきであると考えている。
4 縮びに代えて
以上，この小論では，まず，戦後(第二次世界大戦後)の監査役制度の変遷を
確認の意味で文字どおりに概観した後，比較的最近公表されたコーポレート・
ガパナンスの問題に関するいくつかの報告書等のうち，とくに経団連「主要論
点の中間整理」と「有識者懇談会報告」を中心に，会計監査人選任議案決定権
と報酬決定権限付与の問題に限定して，その内容を紹介するとともに多少の検
討を行った。監査役に限らず，株式会社のチェック機闘が強大な権力をもっ経
営者に従属的立場であってはうまくないのは殺しも認めるところであり，そう
であるからこそコーポレート・ガパナンスの lつの重要な論点に絶えずなり続
けるわけである。社外役員の問題も株式会社のチェックつまりはその健全性の
確保という観点で，改めて課題となっており，現に上記報告書等でも報酬等の
問題以上の重要論点として取り上げられかっ検討されているが，それも当然の
ことであろう。この問題に関しては，筆者は別稿(町)で検討したところである。
会計監査人の選任自体についていえば，監査役制度と緊密に関係し，その職務
は監査役と重なるところが多いし， したがってまた連携が大変に大切なのであ
り，株式会社の機関としての監査役(会)が選任権委有することにした方が実
務的な観点からもむしろょいと思われる。そして，株式会社法の制度論理上，
何か差し障りがあるのでもなL、。もっとも，前記したように，私見によればそ
れは当面の「改善措置」ともいうべきもの，すなわち現行会祉法の基本的枠組
みに手をつけない場合の措置ということあり，それでよしというわけにはL、か
ない。筆者はこれまでにもしばしば述べているように，株式会社法制度の相当
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に思い切った組み換えが喫緊の課題であると考えているがωへそのような営み
の中で会計監査人の選任問題についても再度新たに光が当てられることになる
であろう。報酬の問題とて同じことである。
上記報告書等においては，コーポレート・ガパナンス上の課題として，買収
防衛策における監査役のあり方も取り上げられている。この小論で取り上げた
課題についてと同じように，十分に詰めた議論とはなっていない。その問題に
ついても，別稿で検討しようと思っている。
〈注〉
(1) 平成21年3月26日，コーポレート・ガパナンスに関する有識者懇談会(月刊
監査役555号特別付録 (2009))。また，東京証券取引所は， 2009年7月30日に
有価証券上場規定等の一部改正を公表し，第三者割当増資に関する規律を始めと
して， r新ルール」を問8月24日より施行している。
(2) その概要ιそこでの提案に対する批判としては，日本コーポレート・ガパナ
ンス・フォーラム「経団連・主要論点の中間整理に対する日本コーポレート・ガ
パナンス・フォーラムの意見」商事法務 1870号15頁以下 (2009)を参照のこと。
(3 ) 商事法務 1870号45頁以下 (2009)。
(4 ) 前掲注(3)商事法務 1870号55頁以下。
(5) 例えば， 日本経済新聞2009年9月14日付朝刊参照。もっとも，民主党参議院
議員大久保勉氏によれば， r公開会社法」制定までには， 3年はかかるだろうと
のことであった。
(6) 最近の文献としては，岩原紳作「監査役制度の見直し」前田重行=神田秀樹=神
作裕之編『前回庸先生喜寿記念 企業法の変遷J5頁以下(有斐閣， 2009)，高
橋 均「企業統治と軍監査役制度の活性化J一橋法学8巻 l号105頁以下 (2009)
など。
(7) 商法の改正それ自体は，昭和 13年改正があってからは，第二次世界大戦後の
昭和23年， 25年改正へといきなり飛ぶので，監査役制度を含む会社法の康史研
究もまた，一気に 13年のつぎは 23・25年法となりがちである。しかし，商法改
正自体は確かにそうではあるとしても，戦時期に(いつが戦時期か，何をもって
戦時期と把握するか自体がそれこそ歴史的にも理論上も大変に重要なのであるが)，
おびただしい統制法規の制定・改廃により，一時的とはいえ株式会社法制のあり
方は相当な影響を受けている。したがって，商法(会社法)の歴史研究自体とし
てこの時期を外してしまうのは適切と!;H、えなL、。
(8) 味村治「商法のー部を改正する法律の解説付J法曹時報26巻10号6頁(1974)，
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味村 治=加藤一利『改正商法及び監査特例法の解説J7-8頁(法曹会， 1977) 
など参照。
(9) 組上にあがったというのは，不適切な表現かもしれなL、。むしろ，たまたま話
題になったというのが実態だと思う O 帳簿閲覧権の改正については，より一層そ
のような色彩が濃い。実現された内容はともかく，日本とアメリカとの関係を端
的に示す改正ではあった。商法・会社法に限らないが，そのような経過ともいえ
ないような経過で，重要な立法が行われたり，政策が実行されるのはL、かがと思
う。いうまでもなく，そのような実態自体がまずは問題とされるべきなのである。
(10) 伊藤 隆「企業統治(コーポレート・ガパナンス)に関する「商法及び株式会
社の監査等に|刻する尚法の特例に関する法律のー部を改正する法律」の概要」月
刊監査役 456号 6N (2002)。もっとも，改正前も，解釈論として，監査役は取
締役会出席義務を負うものとされていたから(例えば，大隅健一郎=今井 宏
『会社法中巻(第三巻)J315ti (有斐閣， 1991))，当然の事項の確認にすぎない
との見解もある(株主代表訴訟制度研究会「株主代表訴訟制度および監査制度に
関する商法等改正案に対する意見[上J商事法務 1605号38頁 (2001)。確認的
な内容ではあっても，明文で定められた意義がないともいえまL、。
(11) 伊藤・前掲注(10)7頁。
(12) 株主代表訴訟制度研究会「株主代表訴訟制度に関する自民党の商法等改正試案
骨子に対する意見」商事法務 1471号 11頁(1997)，同「自民党の『企業統治に
関する商法等の改正案要綱』に対する意見」商事法務 1526号 18頁(1999)参照
のこと。
(13) 衣料品の製造販売会社である A社では，創業者の三男で元役員の株主Xが，
取締役Yらに対し株主代表訴訟を提起していた。 Xはこの訴訟において，取締
役Y らは，取締役としての忠実義務に違反して，平成7年， 8年度の決算を粉
飾し，その結果，法人税等の過払い，株主への違法配当などにより，約 2億
3，000万円の損害容をA社に与えたと主張し， Yらに対し.A社の損害の賠償を求
めた。そこで.A社がこの訴訟において，取締役Yらのための補助参加を裁判
所に申し出たというものである。裁判所は， 1"(1)民訴法42条所定の補助参加が認
められるのは，専ら訴訟の結果につき法律上の利害関係を有する場合に限られ，
単に事実上の利害関係を有するにとどまる場合は補助参加は許きれない(….-)。
そして，法律上の利害関係を有する場合とは，当該訴訟の判決が参加入の私法上
又は公法上の法的地位又は法的利益に影響を及ぼすおそれがある場合をいうもの
と解される。
(2)取締役会の意思決定が違法であるとして取締役に対し提起された株主代表訴
訟において，株式会社は，特段の事情がない限り，取締役を補助するため訴訟に
参加することが許されると解するのが相当である。けだし，取締役の個人的な権
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限逸脱行為ではなく，取締役会の意思決定の違法を原因とする，株式会社の取締
役に対する損害賠償請求が認められれば，その取締役会の意思決定を前提として
形成された株式会社の私法又は公法上の法的地位又は法的利益に影響を及lますお
それがあるというべきであり，株式会社は，取締役の敗訴を防ぐことに法律上の
利害関係を有するというこたができるからである。そして，株式会社が株主代表
訴訟につき中立的立場を採るか補助参加するかはそれ自体が取締役の責任にかか
わる経営判断の一つであることからすると，補助参加がされ，公正妥当な訴訟運
営が損なわれるとまではL、えず，それによる著しい訴訟の遅延や複雑化を招くお
それはなく，また，会社側からの訴訟資料，証拠資料の提出が期待され，その結
果として審理の充実が図られる利点も認められる。」と判示している。
(14) 株主代表訴訟制度研究会・前掲注(10)[下]商事法務 1606号23頁 (2001)。
(15) r康談会 社外取締役と社外躍を査役一一あるべき会社の機関構造一一J月刊殿
査役387号17頁[酒巻発言](1997)。
(16) ここで， r原則として」というのは，取締役会設置会社であっても全株式譲渡
制限会社一ーただし会計監査人設置会社または監査役会設置会社を除くーーにお
いては，会計参与を置くことによって(会社326条2項)，監査役を設けないこ
ともできるという意味である(会社327条2項但書〉。
(17) この制度については，筆者も多少の検討をしたことがある。拙稿「会社法にお
ける代表訴訟制度と慰霊証役の役割J法律論叢80巻2・3合併号349頁以下 (2008)。
また，最近の文献として，松山三和子「不提訴通知制度の意義と監査役の職務」
月刊監査役561号55頁以下 (2009)がある。
(18) 江頭憲治郎「新会社法による不提訴理由香制度の導入」月刊監奈役501号3頁
(2005) ，大川博通「監査役からみた会社法の捉え方J月刊監変役506号53頁
(2005)，拙稿・前掲注(17)359頁。あるいはこれを端的に権限の拡充と捉える見
解もある。岩原・前掲注(6)1頁.高橋・前掲注(6) 108頁。
(19) 緩回途「主要論点の中間務理J1頁。もっとも，そのような状態がそもそも
危慎すべきことかどうかを疑問視する見解もなくはないのかもしれないが。
(20) 経団連・注(19)12頁。
(21) 経団連経済第二本部長阿部泰久「日本監査役協会有識者懇談会に対する意見
一一いわゆる「インセンティプのねじれ」に関してずー」前掲注(1 )月刊監査役
60頁。経団連の「インセンティプのねじれ」についての理解も，定義自体は，
他の団体等のそれと異なるものではない。
(22) 前掲注(21) 23頁。
(23) 前掲注(1)月刊監査役26頁。なお，筆者は，監査役と会計監査人の連携に関
し，金融商品取引法は含めず会社法上のそのあり方に限ってではあるが，多少の
検討をしたことがある。拙稿「会計監査人監査の体制一一特に監査役との職務の
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連携にかかわって一一」民事法情報256号 10頁以下 (2008)。
(24) 前掲注(3)50頁。そして，そこでは，このような「インセンティブのねじれ」
を解消し，財務情報の適正性の確保，監査人と監資役の連携の強化という観点か
ら，監査人の選任議案・報酬決定権を監査役の権限とする(委員会設置会社では
報酬決定権を監査委員会に付与する)ことが提言されてきたところであるが，こ
の際に，実務の状況をも踏まえ，検討の促進が求められている，と述べている。
これに対して，日本コーポレート・ガバナンス・フォーラムは，むしろ会社役員
等としての監査役(会)，会計監査人の独立性の実現ないし確保により重きを置
くとの立場から，この問題にアプローチしているように恩われるが，到達目標自
体は同じなのであろう u U本コーポレート・ガバナンス・フォーラム「新コーポ
レート・ガノ〈ナンス原則J(平成 18・12・15)J二 2・6 商事法務 1790号47
頁 (2007)。
(25) 前掲注(1)月刊監査役 27H。監査役の独立性の問題と係わって，筆者は，監
査役の報酬を個々の株式会社が任用契約の履行として支給するというのではなく，
支給自体は例えば監査役協会という団体自体が一括して各企業から受領した上で，
会員監査役に適切に分配する，あるいははじめから会社と団体とが契約するといっ
た方式も考えられなくはないとの旨を述べたことがある。拙稿「監査役の機能強
化」民事法情報251頁25頁 (2007)。監査人に関しでも，選択肢のーっとして.
同様の制度を考えることもあり得ょう。
(26) 前掲注(1)月刊監査役37頁， 58頁。
(27) したがって，このような考えからは， 3・1(1)に述べた経団連の見解は，実際
に監査役が置かれた立場からはあまりにも酷ないし少なくとも非現実的であると
評価されるべきものとなる。
(28) 前掲注(1)月刊監査役29頁。
(29) 大川博通 r会計監査人の選任決議案の決定権及び監査報酬の決定権限.lJにつ
いて」前掲注(1)月刊軍監査役 56頁。
(30) 前掲注(1)月刊監査役30頁。
(31) 竹内昭夫「監査役制度の改正について」同「会社法の理論nJ 129頁(有斐閣，
1984)。
(32) 原丈人・上村達男「対談公益資本主義は可能かj世界2009年 10月号は，
基本的問題意識は正しいが.rsox法のおかげで管理部門ばかりが肥大化……」
してよろしくないとの趣旨の発言(原)036頁)は，疑問である。それに「世
界でも信じられないくらい厳格な内部統制になった」ことや内部統制に監査証明
を要求すること自体は，間違っているとはいえないと思う。ただし，上村教授が，
「このところ日本の若い会社法学者や経済学者・経営学者のあいだで，アメリカ
流の経済分析をして，社外取締役を入れると株価が上がるとか経営がよくなる証
。 。
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拠があるとかないとかいった議論が盛んにされているのですが，ナンセンスだと
思います」といわれるのは 035頁)，正しいと 4思う。もっとも，そうであるな
ら，まさにそれを問題とする学会には，出席してその場できちんと批判すべきで
ある。なお，比較的最近の文献，字沢弘文・内橋克人「始まっている未来新し
い経済学は可能か.1(岩波書!万， 2009)における内橋克人氏の発言はいつものこ
とながら鋭くかっ「暖かL、」が，株式会社法制度のあり方を考える上でも有益な
示唆を含んでいる。内橋氏はもともとは新聞記者であった。そのような経験もあっ
て，徹底した現場主義者すなわち「実証主義者」である。実証研究といっても，
2009年度私法学会シンポジウムの実証研究とのあまりの違いに驚かされる。「若
い会社法学者」に，内橋氏のような実証研究にぜひ学んでほしいと心より思う。
差し当たり，前掲書についていえば，特に 26頁以下が大切である。
(3) i Jを付けているように，比喰的表現である。従来の拙稿の多くで，このこ
との意味につき， もう少し具体的に述べている。
(34) このことについても，従来の拙稿の多くにおいて，決して十分とはいえないか
もしれないが， もう少し具体的に議論を展開していることを承知おきいただきた
L 、。
(35) 弥永真正「会計監査人の選任議案の内容の決定及び報酬決定を監査役(会)の
権限とすることについて」前掲注(1)月刊監査役51頁。この点自体については，
友永道子氏ほか，複数の有識者懇談会のメンバーが同一見解である。
(36) 弥永・前掲注(35)前縄注(1)月刊監査役54頁。
(37) 拙稿「大規模株式会社における社外役員の在り方と機能」民事法情報 278号
18頁以下 (2009)。
(38) このようにいうと，相当に違和感をもっ人も多いようであるが，それはこれま
での株式会社法制度を当然のこととして，あまりにも馴染み過ぎたせいなのでは
なかろうか。他方で， 2009年度私法学会でシンポジウムにおけるようなガパナ
ンス論にそれほご抵抗感のない若い研究者が増えつつある。深刻な状態のように
恩われる。
[付記] 本側稿の執筆に際しては，第一生命および損保ジャパンから研究助成を受け
た。
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